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研究成果の概要（和文）：グローバルニッチ戦略とは，自社の開発技術を評価する特定顧客に対
して，そのニーズに叶った製品を開発・供給していく過程で，事業として存続しうる売上規模
を獲得でき，その状態を持続可能にすることによって，当該製品が属する市場において参入障
壁が高い小市場を形成でき，グローバルな多地域への展開が可能となる戦略のことである。ニ
ッチ市場は，既存市場のセグメント分析から存在論的に発見できるものではなく，特定顧客と
の密接な協働から形成しうる過程論的な市場である。 
 
研究成果の概要（英文）：We could define Global Niche Strategy as the fusion process of 
partner and market development. Niche markets cannot be found out through scientific 
analysis of existing markets. They are born from the process that a technological 
advantageous supplier hardly tries to adapt the special needs of its customer, enhance its 
products and construct a strong partnership between them. The niche markets have entry 
barriers from the competitors and then bring the sustainable revenues and the 
opportunities for global markets to the supplier. 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 急激な技術革新の進展や BRICs をはじ
めとする新興諸国の台頭などによって，ビジ
ネスにおける国際競争は激化し，わが国の企
業をとり囲む経営環境が厳しさを増しつつ

ある。わが国の企業は，そのような環境下に
おいて，中長期的な企業競争力の維持や生産
性の向上に腐心している。 
 
(2) しかし，少子高齢化，産業の成熟化など
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により今後の成長の可能性が制限されると
思われる国内市場とは裏腹に，グローバルな
レベルにおいては，むしろ事業機会は拡大の
一途をたどっている。そのような環境におい
て， 国内外を問わないグローバルな視点か
ら，狭い範囲でありながらも成長性の著しい
市場セグメントを見出し，その市場において
決定的競争力を持つ製品・サービスを投入す
ることによって，オンリーワンの地位を築き
上げ，事業規模の拡大とともに持続的成長を
実現していく「グローバルニッチ戦略」の重
要度がますます高まってきている。 
 
(3) グローバルニッチ戦略は，いわゆる多国
籍企業と呼ばれる大企業から，国内の大多数
を占める中小企業まで幅広く適用可能な戦
略であり，ニッチ（隙間）であるとはいえ，
グローバルレベルで見れば国内市場よりも
はるかに大きなボリュームの生産・販売も見
込まれることから，規模の経済性や経験の経
済性を発揮できる，優れた経営戦略ともなり
うる。 
 
(4) グローバルニッチ戦略は，産業成熟化な
どの影響で国内市場を対象とするのみでは
将来的な発展の可能性が制限されるわが国
の多くの企業が，グローバルなレベルにおけ
るニッチセグメントに焦点を絞ることによ
って持続的成長への活路を見出すことにつ
ながることが可能になる。 
 
２．研究の目的 
(1) すでにグローバルニッチ戦略と考えられ
る経営を実践し，先駆的な成果を遂げている
企業の事例を，内部のプロセスまで深く掘り
下げ，調査することである。 
 
(2) グローバルニッチ戦略を実施した場合の
業界別の成功条件を解明していくことであ
る。 
 
３．研究の方法 
本研究は，企業内部の「内生的要因」分析と
企業が属する産業に関する分析，すなわち企
業にとっての「外生的要因」分析から実施さ
れる。 
 
(1) グローバルニッチ戦略の仮説構築 

①  内生的要因分析 
・対象企業ヒアリング 
・ケース作成 

②  外生的要因分析 
・産業連関分析 
・理論モデル検討 
 

(2) グローバルニッチ戦略の操作化 
①  内生的要因分析 

・海外企業への適用 
・操作化変数検討 

②  外生的要因分析 
・産業成長比較 
・海外企業の組織化能力分析 
 

(3) グローバルニッチ戦略の定式化 
①  内生的要因分析 
・概念の定式化 
・海外企業への適用 

②  外生的要因分析 
・産業におけるグローバル度 
・企業間格差 

 
４．研究成果 
(1) 19年度の内生的要因分析における主たる
研究成果は，グローバルニッチ戦略の実践企
業として著名な㈱カネカを対象に，重点的に
実施した調査研究である。各事業部のビジネ
スモデルを検討すると，「プラットフォーム
型」，「共同開発型」，および「コモディテ
ィ型」の3類型に分類される。最も持続的に競
争優位を保持できるのが，プラットフォーム
型である。 
すなわちエンドユーザのニーズを最終商品
提供者（M）が吸い上げ，それを可能にする
技術開発を素材メーカー（S）が行い，その素
材を用いた汎用品を汎用品メーカー（P）が生
産し，最終商品提供者に供給する仕組みであ
る。Sの技術優位性，Mの顧客関係管理，Ｐの
コスト削減が一体となって展開され，それぞ
れのプレーヤーにおける競合が参入しづらい
協働システムが構築されている状況である。 
これに対し，共同開発型のそれは，SがMへ
の技術提供者になるのだが，MはSだけに固執
する必要はなく，コスト高になれば，Sに代わ
る技術提供者とも協働可能である点は，Sにと
っては苦しいところである。 
またコモディティ型は，一時的な技術優位
性は保持できても，安価な模造品に市場を奪
われるリスクを抱えている。例えば，あのコ
エンザイムQ10という爆発的ヒット商品にし
ても，韓国や中国から模造品が出回りつつあ
り，よって価格競争力がなくなりつつある。 
プラットフォーム型と共同開発型との違い
は，Pの存在とも言える。MがPを内包してい
る場合が，共同開発型になり，コスト削減の
鍵をMが握ってしまうことになる。これに対
して，Pが外部にある場合，素材開発から最終
製品生産までの流れは，素材開発側のリーダ
ーシップに委ねられ易く，そのため，Sにとっ
てのプラットフォームが構築され易くなる，
と言えよう。 
次に外生的要因の成果については，産業と



 

 

地域における国際分業の仕組みについて知
見が得られたことである。とりわけ，新興地
（インド，ブラジル）は，インフラコストが
安いだけではなく，消費地としての可能性を
秘めている。今はまだ先進国への生産基地と
いった色彩が強いが，こうした国々における
特殊なニーズが吸い上げられることによっ
て，グローバルニッチ戦略が構築かのうなよ
うに思われた。例えば，黒人向けのウイグは，
黒人の髪の毛が直毛でないばかりか，切れ易
いところから開発され，全世界にて供給され
るグローバルニッチ商品である。 
 
(2) 20年度の内生的要因分析における主たる
研究成果は，ニッチ戦略においては，テクノ
ロジードリブン（技術優先）よりもマーケッ
トドリブン（市場優先）であることが定石で
あり, 組織構造については，事業部制組織が
望ましく，また意思決定プロセスについては，
ミドル・アップ・ダウン型が望ましいという
ことが確認された点である。 
次に，外生的要因に関する研究成果である
が，産業特性としては，コモディティ化が進
んでいる素材等の産業においては，グローバ
ルニッチ戦略が選択されにくいことが確認
された点である。しかしながら，カネカや日
東電工等のように，素材産業においてこの戦
略が成功した場合，経営として非常に高い業
績を上げ得ることが確認された。それという
のも，コモディティ市場はそもそもグローバ
ルであり，この分野でニッチ分野を開拓でき
れば，すぐさまグローバルに展開できるから
である。 
このことを考慮に入れて，グローバルニッ
チ戦略の市場適合性を測る尺度として，「戦
略の成功確率」と「事業の成長性」という概
念が形成されたことも１つの研究成果であ
る。いわゆるヘテロな市場においては，戦略
の成功確率が高まるが事業としての成長性
にはあまり期待がもてず，他方，いわゆるホ
モな市場では，戦略の成功確率は低いものの，
いったん成功した場合，事業としての成長性
には期待が持てる，という仮説である。 
最後に地域特性に関する研究成果である
が，ヨーロッパ（とりわけイタリア）におい
ては，グローバルニッチ戦略を生来的に実践
している企業が多く，他方アメリカは，ニッ
チ戦略よりもコモディティ化とグローバル
化を実践している企業が多いこと，というこ
とが明らかになった。 
 
(3) 21年度の研究成果は，コモディティ化が
進みやすい川上産業（資源，素材）において
確認された，ニッチ戦略の成功確率と事業成
長性とのトレードオフ関係が，川下産業（家
電，自動車）においてはどのように変化する
のかを検証したことである。 

川上産業においては，特定顧客に密着し，
そのニーズを吸い上げ，製品開発を行うこと
は，需要者側に囲い込まれるリスクがある。
ところが川下産業の家電においても，供給者
と需要者という関係ではないものの， OSや
アプリケーションといったいわゆるプラッ
トフォームと，製品が提供するサービスとの
関係において，川上産業と同様のトレードオ
フ関係が確認できた。 
他方自動車産業においては，いまだ「統合
型」の様相が強いものの，グローバルなコス
ト競争局面から，モジュール型の分業体制に
徐々に移行し始めており，そのうえ電気自動
車の需要増からこの流れはやがて加速して
いくことが確認できた。自動車産業について
より正確に記せば，BRICs等の資源豊富国と
資源に乏しい国との間でのニーズは異なっ
てくるであろうことから，産業自体がグロー
バルなものからローカルなそれへと変質す
る可能性も否定できない。 
そのうえで，最終年度の研究成果として特
筆できる点を述べれば，これまでややもすれ
ば，曖昧であった「ニッチ」概念を充実化さ
せることに成功した点である。すなわちニッ
チ市場とは，特定市場におけるサブセット
（下位市場）ではなく，特定の顧客がまずあ
って，そのニーズを吸い上げ製品開発してい
くうち，事業として存続しうる売上規模を獲
得できるようになり，その状態を継続させて
いく間に，当該製品が属する市場において参
入障壁が高い小市場を形成することが可能
となり，そうした市場のことを意味する。す
なわち，ニッチという市場は，既存市場のセ
グメント分析から存在論的に発見できるも
のではなく，特定顧客との密接な協働から形
成しうる過程論的な市場である，という点で
ある。 
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